
（別紙） 

 

令和６年度「建設業取引適正化推進期間」実施要領 

 

 建設業取引の適正化については、従来、建設業法の厳正な運用と建設業法令遵守ガ

イドラインの周知等を通じ、不正行為の未然防止を図るとともに、その推進を図って

きたところである。 

しかしながら、依然として元請負人から下請負人への違法・不当なしわ寄せ等につ

いて指摘があることから、建設業取引の適正化をより一層推進し、元請負人と下請負

人との対等な関係の構築及び公正かつ透明な取引の実現を図ることが必要である。 

このため、平成２２年度から毎年１１月を「建設業取引適正化推進月間」とし、ま

た令和２年度からは毎年１０月から１２月の３か月間を「建設業取引適正化推進期間」

（以下「期間」という。）として、建設業取引の適正化に関する講習会・研修会（以下

「講習会等」という。）などの普及・啓発活動をはじめ、その取組内容の広報を積極的

に進めるなど、法令遵守に関する活動を集中的に実施しているところである。 

今年度についても、引き続き、１０月から１２月の期間において、下記により、建

設業の法令遵守に向けた普及・啓発を図っていくものとする。 

 

記 

 

１．期間 

   令和６年１０月１日～１２月２８日 

 

２．主催 

   国土交通省及び都道府県 

 

３．協賛 

   公益財団法人建設業適正取引推進機構 

 

４．主な取組み 

（１）建設業取引の適正化に関する普及・啓発活動 

上記期間は、建設業者等に対して建設業取引の適正化に関する普及・啓発活動

を行う重要な機会であるため、次に掲げる方法等により、その実施について幅広

く周知する。 

①  地方整備局（北海道開発局及び沖縄総合事務局を含む。以下同じ。）、都道府

県及び建設業関係団体への通知文発出 

②  専門紙、雑誌、インターネット等を通じた広報 

③  地方整備局、都道府県及び建設業関係団体のホームページ等を活用した広

報 

④   国土交通本省、地方整備局、都道府県及び建設業関係団体の施設における

ポスターの掲示 

 



 

（２）講習会等 

① 講習会等の開催 

建設業取引の適正化をより一層推進するため、建設業者等を対象とした講習会

等を、期間内を中心に開催する。とりわけ、令和６年６月１４日に改正建設業法

（以下、「改正法」という。）が公布されたことを踏まえ、その普及啓発活動の強

化に努める。 

 

② 留意事項等 

ⅰ 改正法により措置された、技能労働者の賃金原資である労務費の確保とそ

の行き渡りのための新たなルールについて、発注者を含めた請負契約の各当

事者に対し、新ルールを踏まえた適切な対応を呼びかけていく必要があるこ

とから、改正法の要点をまとめた資料や「建設企業のための適正取引ハンド

ブック」等を活用する等、参加者等が講習内容をより分かりやすく、かつ、

より深く理解できるよう、周知方法を工夫する。 

ⅱ 法令違反等の早期発見・早期是正を図る観点から、個別の相談対応ツール

としての役割に加え、法令違反疑義情報等の情報収集の窓口としての役割も

有している駆け込みホットラインをはじめ、請負契約を巡る元下間のトラブ

ルや苦情相談に応じる建設業取引適正化センター及び建設業フォローアップ

相談ダイヤル等の各種相談窓口等について周知する。 

ⅲ 令和２年７月に中央建設業審議会において作成され、実施が勧告された

「工期に関する基準」（令和６年３月２７日最終改訂）及び本年４月より適用

となった建設業に対する時間外労働規制について周知する。 

ⅳ 労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適正な請負 

代金の設定及び適正な工期の確保並びに下請代金の支払手段について、建設

業法令遵守ガイドラインを活用し周知する。 

 

（３）建設Ｇメンによる実地調査、建設業許可部局による立入検査等の実施 

①  期間内は、地方整備局の建設Ｇメンによる実地調査を重点的に実施するほ

か、建設Ｇメンによる実地調査や下請取引等実態調査、通報等により、法令

違反が疑われる建設業者等に対しては、建設業許可部局による立入検査・報

告徴取を機動的に実施し、必要に応じて指導監督を行う。 

 なお、実地調査や立入検査の際、各種相談窓口についての周知も併せて行

う。 

②  建設Ｇメンによる実地調査については、改正法にて措置された、労務費の

確保とその行き渡りのための新たなルールの対応状況や、週休２日（４週８

休含む）をはじめとした、時間外労働規制の適用を考慮した適正な工期設定

の確保状況等について調査し、発注者を含めた請負契約の各当事者に対して、

新ルールを踏まえた適切な対応、不適当な取引の改善を強く求めていく必要

があることから、当該期間を「集中月間」と位置づけ、とりわけ重点的に行

うものとする。 

③  時間外労働規制の適用が始まったことを踏まえ、適切な工期設定に関して

の調査を効果的に行う観点から、都道府県労働局や労働基準監督署と連携し



 

て工期に関する合同調査を行うものとする。 

 

（４）その他 

上記のほか、地方整備局及び都道府県は、建設業取引の適正化の確保に向け、

自主的な取組の実施に努める。 


